
サンプルテキスト

■事業内容■ 

  

１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析        

２ ダイオキシン類に係る濃度計量証明 

３ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定   

４ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

５ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査 

６ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 

７ トータルサニテーション管理 

８ 委託試験・研究・開発 
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6 月 15 日に中央環境審議会・リサイクル部会の浄化槽専門委員会の第２回会合が開かれ、改正浄化

槽法に基づく環境省令案の審議が開始されました。 

環境省が提示した省令案では、浄化槽の放流水の技術上の基準について、BOD20mg/L 以下、ある

いは除去率 90％以上としました。この基準は、来年２月１日の改正法施行以降の新設浄化槽に適用す

るもので、既存、及び下水道処理区域内のいわゆる見なし浄化槽には適用されません。既設の浄化槽

については、第 11 条法定検査の際に判定項目、検査結果を踏まえた判定基準を検討する方針となり

ます。 

一方、窒素・リンについては、現状の浄化槽によって窒素・リンがどの程度除去されているのか等に

ついて知見がないため、詳細に調査をする必要があるとして、先送りする方針です。 

今回の浄化槽法改正では「公共用水域の水質保全」を目的規定に盛り込んでいますので、今後の早

急な対応が望まれています。 

また、上記以外にも 7 条検査時期、廃止届出等に関する事項も審議され、設置後最初の法定検査と

なる第 7 条法定検査については、浄化槽の機能安定化が短縮されていることなどを踏まえて、使用

開始後３～８ヶ月としています。 

今回のように放流基準など浄化槽法改正に関する情報が得られましたら随時お知らせ致します。 
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